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序     文 

 

 

 国際協力機構は、キューバ国政府の要請を受け、平成 19 年 3 月にキューバ国「水産分野の技術

協力検討調査」を実施し、その調査結果を踏まえて、平成 19 年 11 月 11 日から 11 月 26 日まで、

中米カリブ地域支援事務所次長上條直樹を団長とする「海水魚養殖」実施協議調査団を現地に派

遣しました。 

 同調査団は、キューバ国関係者と実施のための協議を行い、討議議事録（R/D）、プロジェクト

デザインマトリックス PDM、実施計画書（PO）の署名交換を行いました。その結果、本プロジ

ェクトを平成 20 年 5 月から 5 年間の計画で実施することになりました。 

 本報告書は、同調査団による協議結果を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの実

施にあたり広く活用されることを願うものです。 

 終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を

表します。 

 

平成 19 年 12 月 
 

                         独立行政法人国際協力機構        

                                             農 村 開 発 部 

                                                            部長 小 原 基 文 
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第 1 章 実施協議調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

キューバ共和国（以降「キューバ」とする）は、面積 110,861km2（日本の 0.29 倍）、

人口 1,133 万人（2004 年）。一人当たり GDP は 2,681 米ドル（2004 年）である。  

キューバの農林水産業就業人口は約 94 万人（24.4％、2000 年）、農林水産部門は GDP

の 7.6％（2000 年）を占める。水産業に関しては養殖が 1990 年代半ばから主に淡水ロ

ブスターの養殖技術の導入とエビの養殖が推進され、漁獲高全体では国内消費の半分

をまかなうと同時に、2004 年には 86 百万ドルを輸出している（総輸出額の 1.7％）。

日本へも伊勢えびなどが輸出されている。  

現在、キューバ漁業省では海水及び淡水養殖の増大を図るための開発計画策定に取

り組んでいる。計画の基本方針は既存施設の強化、最新の技術導入による新しい企業

の育成により生産量の増加を図ることである。淡水魚養殖では、粗放的及び準集約的

方法により、ティラピア、鯉、フナ等の養殖を行い、年間約 3 万トンを生産している。

幼魚生産に必要な孵卵所は 6 箇所所有し、1,000ha の準集約的養殖池と 50,000ha の粗

放型養殖池で養殖が行われている。最終的には淡水養殖技術の開発によりナマズなど

新種の養殖に着手することと、その生産コストを低くすることを目標にしている。海

水魚養殖では現行養殖技術の改良による白エビ生産体制の強化と、在来種の海水魚養

殖技術の開発を目指すこととなっている。  

海水魚養殖技術に関しては、キューバ漁業省はこれまでに日本・チリパートナーシ

ップ事業（ JCPP）による「海水魚養殖」協力（2000 年 9 月から 2001 年 9 月）の下、

在来種による海水魚養殖プロジェクトに着手し、技術開発が行われてきたが、親魚養

成は独自に行えるようになったものの採卵や孵化が可能となる段階にまでは至ってい

ない。こうした状況を踏まえ、更なる新技術の導入により海水魚養殖を推進するため、

わが国への技術協力を要請するに至った。本分野の要請に関しては平成 15 年度要望調

査（開発調査「海水養殖技術」）、17 年度要望調査（個別専門家「海水養殖技術」）、18

年度要望調査（技プロ「海水養殖」）、19 年度要望調査（技プロ「海水養殖」）と継続

して協力要請が出されてきたが、現地の情報不足を理由に採択を見送られてきた。  

かかる状況を受け、2007 年 3 月 10 日から 3 月 20 日に調査団「水産分野の技術協力

検討調査」を派遣し、現地調査、先方との協議などを通じプロジェクト実施の妥当性

の確認を行った結果、今般技術協力プロジェクトとして採択されるに至った。  

今回調査は、上述の調査の結果に基づき、キューバ国政府関係者とプロジェクト実

施の最終的な協議を行い、討議議事録（Record of Discussion：R/D）ならびにプロジェ

クトデザインマトリックス（PDM）および実施計画（PO）を含むミニッツを作成し、

署名・交換を行うことを目的としている。  

 

１－２ 調査団の構成 

(1) 総括 上條 直樹 JICA 中米カリブ地域支援事務所次長 
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１－３ 調査日程 

総括：上條直樹 協力計画：鈴木　央 通訳：島崎マリ

1 11月11日 日
13:35 サントドミンゴ発 CU201
15:00 キューバ着

同左

2 11月12日 月
10:00 JICA派遣専門家打ち合わせ
11:00 在キューバ日本国大使館表敬
14:00 MINVEC協議

同左

3 11月13日 火
09:30 農業省協議
14:00 稲作研究所視察・協議

同左

4 11月14日 水 10:30 漁業省・水産研究センター協議 同左

5 11月15日 木
サンタクララへ移動(陸路）
13:00 地域稲作試験場視察・協議

同左

6 11月16日 金
カマグェイへ移動(陸路）
12:00 水産試験場調査・協議
（サンタクルスデスル）

同左

7 11月17日 土 カマグエイ→ハバナ（陸路） 同左

8 11月18日 日
08:10 メキシコ発 MX323便
11:50 ハバナ着
団内打ち合わせ

資料整理
団内打ち合わせ

同左

9 11月19日 月
09:00 R/D協議（農業省）
13:30 R/D協議（MINVEC）
15:30 R/D協議（漁業省）

同左 同左

10 11月20日 火
09:00 R/D協議（農業省）
13:30 R/D協議（MINVEC）
15:30 R/D協議（漁業省）

同左 同左

11 11月21日 水
09:00 R/D協議（農業省）
13:30 R/D協議（MINVEC）
15:30 R/D協議（漁業省）

同左 同左

12 11月22日 木

09:00 R/D協議（農業省）
13:30 R/D協議（MINVEC、EMED）
15:30 R/D協議（漁業省）
17:00 大使館報告

同左 同左

13 11月23日 金
11:00 R/D署名（農業省、MINVEC）
14:00 R/D署名（漁業省、MINVEC）
16:00 JICA派遣専門家報告

同左 同左

14 11月24日 土
12:50 ハバナ発 MX332便
14:40 メキシコ着

同左 資料整理

15 11月25日 日
08:50 メキシコ発 JL5781便
09:50 ロサンゼルス着
11:55 ロサンゼルス発 JL061便

08:55 ハバナ発 CU200便
12:05 サントドミンゴ着

16 11月26日 月 16:40 成田着

日付

 

(2) 協力企画 鈴木   央  JICA 農村開発部畑作地帯第一チーム職員  

(3) 通訳 島崎 マリ   

（現地参団）  都築ひろみ  JICA キューバ派遣専門家  
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１－４ 主要面談者 

(1) 漁業省  

Lic. Martha I. Torres Soroa      国際部  

Ing. Serafin Fernandez Roche      国際部  

(2) 水産研究センター  

Ing. Eduardo Raul Flores Gutierrez      海水魚養殖プロジェクト長  

Rodrigo Reyes Carino       海水魚養殖プロジェクト  

Ernesto Regueira        海水魚養殖プロジェクト  

(3) MINVEC 

Sr. Raul Torres Perez       アジア・中東・大洋州局長  

Sr. Jorge Fernando Crespo       日本担当官  

(4) 在キューバ日本大使館  

高松 明          大使  

川真田 一穂         公使  

大野 正義         一等書記官  
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第２章 要約  

 

本実施協議調査団は、2007年11月11日から同25日までキューバ国に滞在し技術協力

プロジェクト「海水魚養殖」の実施について、漁業省及び水産研究センターなど関係

機関と協議した。  

 調査団は、「水産分野の技術協力検討調査」（2007年3月）の結果に基づく協力基本

計画及び実施計画（PO）をキューバ側と協議した結果、討議議事録（R/D）及びミニ

ッツ（PDM及びPOを含む）の署名・交換を行った。  

 協議結果の合意されたプロジェクトの概要、及びミニッツの概要は以下のとおりで

ある。  

 

２－１ プロジェクトの概要 

(1) スーパーゴール  

キューバ政府によって養殖された魚が食料として国民に供給され、魚の消費が拡

大する。  

(2) 上位目標  
   キューバ政府によりロバロ及びパルゴ養殖が事業化される。  
(3) プロジェクト目標  

1）サンタクルス水産研究センターで試験規模でのロバロ養殖技術が確立される。  
2） サンタクルス水産研究センターでパルゴ養殖の稚仔魚の育成試験が開始される。 

(4) 成果  
1）ロバロ養殖技術が開発される。  
2）パルゴ養殖に関し、催熟・採卵技術が開発される。  
3）水産研究センタースタッフが養殖技術を習得する。  

(5) 活動  

0-1 

 

0-2 

1-1 

1-2 

1-3 

1-4 

2-1 

2-2 

3-1 

3-2 

サンタクルス水産研究センターでこれまでに行われてきた養殖事業実績・技

術のレビューを行う。  

既存の施設および現有の技術の問題点の分析  
ロバロの親魚養成技術を確立する。  
ロバロの催熟・採卵技術を確立する。  
ロバロの餌料培養技術を確立する。  
ロバロの種苗生産技術を確立する。  
パルゴの親魚養成技術を確立する。  
パルゴの催熟・採卵技術を確立する。  
開発した養殖技術のマニュアルを作成する。  
水産研究センタースタッフに対し技術研修を行う。  

 

２－２ ミニッツの概要 

(1) タイトル  



5 

   本プロジェクトのタイトルは「海水魚養殖」とする。  

(2) PDM および PO 

   暫定的な PDM と PO を M/M に添付する。最終版は専門家が到着後に MIP と協議

の上作成し、合同調整委員会で審議され承認を受けるものとする。  

(3) 資機材  

   プロジェクトコストは日本側および MINAG の双方で負担する。後者については

内貨で支出できないもの、例えば燃料、外国から輸入する資機材や部品などがあげ

られるが、これらについても支出可能となるように努力はする。  

(4) 旅費  

   日当と宿泊の全額支出は難しいが、食事および移動手段の提供は可能である。た

だし、宿泊施設の提供はできない。なお、通勤にかかる移動手段は MINAG の方法

に従って提供する。  

(5) 通信環境  

   プロジェクトオフィスへの電話およびインターネットの使用が可能な通信環境の

整備に最大限の努力を行う。それが難しい場合でも、専門家住居またはそれに代わ

る適切な場所で電話およびインターネットの使用が可能な環境整備を行う。  

(6) プロジェクト事務所の場所  

   MIP はプロジェクトオフィスをサンタクルス試験場内に設置する。  

(7) 専門家の住居  

   専門家が、滞在できる宿泊施設を確保するよう MIP が MINVEC 及び Immigration

と調整する。  

(8) A1 フォーム  

   MINAG は専門家要請用の A1 フォームを 2007 年 12 月下旬までに MINVEC を通

じて、日本側に正式要請する。なお、写しは JICA キューバ専門家（都築氏）を通

じて JICA メキシコ事務所に送付することとする。  

(9) サンタクルス試験場の給水手段  

   サンタクルス試験場の淡水入手手段は現状では一つしかないため複数確保する。  

(10)専門家との通信手段の確保  

   緊急時には、MIP が双方向の通信手段を提供する。  

(11)免税特権など  

①  専門家の家財・所有物の持ち込み：専門家一人（家族分を含む）につき 1 回の

免税申請を認める。申請が 1 回であれば分割しての持ち込みも可能。  

②  車の持ち込み：上記の家財・所有物とは別に専門家一人につき車 1 台の持ち込

みも免税を認める。なお、手続きは EMED が行う。  

③  車の現地調達：専門家が車を現地調達する場合は、EMED を通じて免税で調達

できる。  

④  住民証・労働許可証：専門家のキューバ滞在が 90 日を超える場合は住民証・労

働許可証を取得する必要がある。  

⑤  マルチビザ：マルチビザの申請はキューバ入国前でも入国後でも可能。ただし、

その取得には 60 日間を要する。  
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第３章 討議議事録の交渉経緯  

 

３－１ 訪問議事録 

(1) MINVEC（11 月 12 日）  

冒頭、ホルヘ氏より MINVEC の業務の概要の説明、および JICA の支援について

の謝辞が述べられ、続いて鈴木より今回の調査概要について説明を行うとともに、

今回の協議の主なポイントを提示し意見交換を行った。概要以下のとおり。  

 

＜マルチビザの発給＞  

キューバのマルチビザは、事例ごとに審査し発給可否を決定する。発給の承認は、

申請者が近隣諸国にプロジェクトを持っているなど、業務上頻繁にキューバ国外に出

国する場合に限られる。マルチビザの申請にあたっては、マルチビザが必要な理由を

添えて申請して欲しい。  

 また、マルチビザはキューバ国内で取得するのみならず、日本出発前に申請し取得

しておくことも可能である。  

マルチビザの発給に関しては、MM に残すことを想定していると伝えたところ、キ

ューバ側からは、MM に残すことが可能かどうか検討しておくとの回答あり。  

 

＜専門家の所有物持ち込みに係る免税特権の付与＞  

キューバの法律によれば、専門家の入国時に 1 回だけ免税が認められることになっ

ている。そのため、荷物の持ち込みの免税特権に有効期間を設け、たとえば赴任後あ

る一定の期間内に持ち込んだものは免税とするなどということは現状では難しい。所

有物持込の免税にかかる手続きや必要書類などについては、担当の部署に確認の上で

後日回答したい。  

  

＜プロジェクト機材の調達について＞  

 プロジェクト機材の調達手続きや必要書類についても、確認の上で後日回答する。  

キューバでは、機材を国外に発注する場合も、国内で調達する場合も、MINVEC の

下部機関の EMED を通じて実施することになる。プロジェクトで機材を調達する際に

は、MINVEC、EMED、プロジェクト C/P 機関、 JICA の 4 者からなる調達委員会が設

置され審査を行うことになる。詳しい話は、EMED から直接聞けるよう打ち合わせの

場を来週にアレンジする。  

 

＜その他＞  

・ 来週の 19 日と 20 日には Director de Medio, Oriente y Oceania の Raul Torres Perez

氏も同席する予定である。  

・ サイナーは MINVEC の副大臣とすることで調整を行う。  

・ 日本との政策協議が今週開催予定であり、プロジェクトに関係することも協議さ

れる可能性がある。  
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(2) MIP（11 月 14 日）  

冒頭、鈴木より今回の調査概要について説明を行った後に、先方よりキューバの

海水魚養殖の現状について以下のとおり説明を受けた。  

 

1)JCPP によるチリの技術支援が 2 年間行われ、チリ人専門家 2 名の 15 日間派遣を

年に 2 回実施するとともに、チリのノルテカトリカ大学での研修も行われた。現

在サンタクルス試験場に勤務するほとんどのスタッフがこの研修に参加したこと

がある。  

2)試験場ではパルゴとロバロの養殖試験を行っている。ロバロは親魚を養成し産卵

をさせるに至ったことはあるが、孵化させるには至っていない。一方パルゴは親

魚養成技術をまだ確立できていない。  

3)試験場の施設の状態は良好ではあるものの、機材が限られており、また取水海水

の浄化設備に問題があり、良質の海水を確保できていない。  

4)将来的にはマンサニージョ（サンタクルスから車で 4 時間）で海面養殖施設を設

置していきたいと考えている。  

 

続いて鈴木より、JICA 側の想定する主な協議のポイントを提示し、意見交換を行

った。概要は以下のとおり。  

 

＜プロジェクト活動に係る専門家の交通手段＞  

 車の状態はあまりよくないが、サンタクルス市内の移動であれば、常時使用可能。

また報告等のためにハバナに上がってくる際には、ハバナから迎えの車をサンタクル

スに出せる。  

 

＜電話回線＞  

 サンタクルスの試験場には電話を設置済み。現在インターネット環境を整備してい

る。  

 

＜淡水の確保＞  

 試験場で使用可能な淡水も確保済み。水質も良好。  

 

＜プロジェクトの経常経費負担＞  

経常経費はキューバ側で負担する。  

 

(3) サンタクルス試験場（11 月 16 日）  

サンタクルス水産研究センターの事業概要についての先方説明。  

 

＜略歴＞  

1) 水産研究センターは今から 20 年位前にエビ養殖の孵化場として開設された。  

2) 1992 年にエビ養殖孵化場が新設されたため、センターはその後、エビやイセエ
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ビの研究施設として活用されることとなった。  

3) 2003 年からはチリと JICA の協力のもと、海水魚養殖施設としての活動を開始

し、現在に至る。  

 

＜施設概要＞  

・  実験用小型水槽 12 槽（餌料や塩分濃度を変えての飼育試験用）  

・  餌料プランクトン培養室 2 室（1 室は空調により温度調整可）  

・ 屋外餌料培養施設 4 面 （餌料は、今のシーズンは室内での継代培養のみの  

ため使用していなかった）  

・  屋内魚類飼育水槽 5 面 （うち 2 面でロバロを飼育、1 面でパルゴを飼育）  

・ 海水取水施設 （沖合い 100m から取水→貯水タンク→ろ過（20μm、5μm、1μm） 

→UV 殺菌）  

・  淡水貯水槽 （淡水はタンク車で供給）  

 

＜飼育中の魚類＞  

・  ロバロ 42 匹 （3～5 年間の継続飼育）  

・  パルゴ  2 匹  （次回の産卵時期に向けてさらに数を増やす予定）  

   産卵時期は、ロバロが 2 月から 3 月まで、パルゴが 6 月から 8 月まで。  

 

＜スタッフ＞  

 現在 6 名のスタッフが研究所に勤務。研究所に勤務する以前から、エビ養殖に携わ

っていたものが多いとのこと。  

 

＜前回調査での懸念事項について＞  

1)淡水供給  

淡水はタンク車によって必要量供給されている。上水道の敷設は困難（センタ

ーは市街地から 5km 以上離れたところにある）。  

2)電話線  

電話線をセンターまで引くことは困難。ただし、センターは携帯電話の通話圏

内。  

3)海水取水システム  

前回調査時に海水取水施設はエビ養殖施設所有とあったが、今回調査時に再度

確認したところ、取水システムは共同利用しており、かつ貯水タンクの 2 つのう

ちのひとつは研究センターの所有であるとの説明があった。  

4)車両  

かなり古い年代のものであり老朽化も進んでおり、長距離の移動には向かない

（近距離は可）。  

5)専門家住居（漁業省の手配）  

部屋を間借りする形式、つまり大家さんの家の一室を借りて下宿することにな

るが、住居全体や部屋自体は清潔であり特に問題はない。現時点では電話とファ
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ックスは共用、E-mail は現在接続できるよう調整中とのことであった。この住居

はもともと観光客用のものであるため、ワーキングビザでの入国者は宿泊できな

いことが判明。本件、調整は来週の協議で行うこととした。  

なお、サンタクルスにはモーテルもあり、ここに宿泊することも代案として考

えられる。  

 

３－２ プロジェクト実施に係る討議経緯 

(1) MINVEC（11 月 19 日～22 日）  

＜マルチビザ＞  

マルチビザについては、その必要性が確認できれば、専門家に対し発給できる。こ

れまでには、中米カリブ地域に複数のプロジェクトを持っているカナダやヨーロッパ

の NGO に対して発給した実績がある。申請から取得には 60 日かかるが、キューバ赴

任前、赴任後のいずれの場合でも申請可能である。なお、キューバ赴任までの期間が

60 日に満たない場合でもマルチビザの事前申請は可能であり、申請から 60 日後にキ

ューバで発給されることとなる。ただし、入国時には別途入国ビザを取る必要がある。  

 

＜入国ビザ＞  

 活動期間が 3 カ月未満の専門家は、通常の入国ビザの取得のみを行えばよく、労働

許可証や住民証を取得する必要はない。この入国ビザの有効期限は 1 か月間だが、2

回更新ができる。  

 

＜専門家への免税特権の付与＞  

専門家個人の所有物・家財道具の持ち込みにあたっての免税特権は、その家族を対

象に 1 回に限って申請が可能である。なお、申請が 1 回であれば、複数回に分けてキ

ューバ内に持ち込むこともできる。その手続きは EMED が担当する。  

また、車の持ち込みは、所有物・家財道具の持ち込みとは別に免税措置を受けられ

る。車を持ち込まず、キューバ国内で専門家が車を調達する場合でも、EMED を通じ

てフリーゾーンで購入可能であるため、実質免税措置を受けられることになる。  

 

＜プロジェクト機材＞  

キューバ政府とプロジェクト実施にかかる合意文書を交わしたプロジェクトにつ

いては、プロジェクト機材の免税措置を受けられる。  

プロジェクト機材の調達は、輸入も国内調達もその手続きも EMED が担当する。そ

の調達にあたっては必要な情報（機材の重量、容積、スペックなど）を事前に MINVEC

を通じて EMED に通知する必要がある。なお、調達時のコンサイニーは EMED になる。  

EMED は公正な調達手続きを確保するための、MINVEC 傘下の機関であり、複数社

からの見積もり取り付け、入札を含む一連の調達手続きを取り行う。調達先の決定は、

EMED、MINVEC、実施省庁からなる調達委員会による審査により行われる。  

 

＜免税措置を受けた物品・機材の売却＞  



11 

専門家の帰任時やプロジェクト終了時に免税措置を受けた物品・機材を売却する場

合は、その売却時に税金が課せられる。ただし、専門家間、またはプロジェクト間の

譲渡・売却については、課税の対象とはならない。  

 

＜キューバ側省庁によるプロジェクト経費負担＞  

各省庁がプロジェクト関連予算の外貨分を財務省に申請することは可能だが、その

申請が承認される可能性は低い。ただし、プロジェクト終了後は、その活動はキュー

バ側の責任において継続されるため、その継続に必要な外貨が実施省庁に割り当てら

れることとなる。  

 

＜RD 上で解釈の違いが発生した場合＞  

RD 上に解釈の違いが発生した場合には、調停等に持ち込まず、友好的に解決する

こととする。  

 

(2) 漁業省（11 月 19 日～22 日）  

＜旅費＞  

出張旅費を提供することは難しいが、出張時には移動手段と昼食を提供できる。た

だし、サンタクルス試験場の車両は、老朽化しているため長距離の移動は難しく、サ

ンタクルス市内の移動に限られる。業務上サンタクルスとハバナを移動する必要があ

る場合には、漁業省本部の車両を提供する。また、漁業省は定期的にハバナから地方

に車を出しているため、ハバナとサンタクルス間の移動にこの車両を利用することも

可能である。  

 

＜PDM の数値目標＞  

PDM の数値については、専門家が赴任後に協議の上設定する。  

 

＜専門家の赴任時期＞  

ロバロの産卵時期が 2 月から 3 月、パルゴの産卵時期が 6 月から 8 月上旬であるた

め、この時期に合わせて専門家を派遣する。  

 

＜上水道と電話線の敷設＞  

 上記 2 点については、プロジェクト開始の条件として先方に整備を要請していたが、

今次調査時において未整備の状況であった。いずれも現状を改善する必要はあるも、

プロジェクトの開始は可能と判断された。本件にかかる現状確認の結果と、それを受

けての申し入れ事項は以下のとおりである。  

 

1) 淡水の確保  

上水道整備は、前回調査の結果、プロジェクト開始のための条件として先方に整

備を要請していたが、今回調査時においても整備されていなかった。淡水の使用状

況および上水道敷設見込みの現状は以下のとおり。  
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①  使用用途  

 器具・機器の洗浄、海水の塩分濃度の調整（稚仔魚育成時期に飼育海水が蒸発

しやすく海水の塩分濃度が上昇しやすい）  

※前回調査報告には、そのほかに餌料培養、寄生虫駆除のための淡水浴にも淡水

が必要との記載あり。  

②  使用量  

 ３～５トン／週が現在の使用量  

③  エビ公社の上水設備  

 以前あったが、現在は老朽化により使用不能。エビ公社も給水車で水を確保し

ている（5 トン／日）  

※前回調査時も状況は同じとのこと。  

④  上水設備敷設が困難な理由  

 上水は数キロ離れた場所から引いてくる必要があり、敷設費用がかかり過ぎる

（そのため、現実的な対応として給水車を使用している）。  

⑤  敷設費用  

 現在、先方が概算で費用を積算中。  

⑥  自立発展性  

 給水車は漁業省傘下のエビ公社の持ち物。そのため給水車の使用に関して費用

は発生していない。彼らの予算を考えると、現実的に考えて現時点では給水車以

外のオプションは考えにくい。給水車はエビ公社とともに建設公社所有のものが

サンタクルスに存在する。  

⑦  水入手頻度  

 現在は必要時に必要量を給水車から得ることができる。給水車が使える限りは

問題ない。自然条件として供給できる水量が不足することもなく、水需要が増加

する季節が水不足で水が入手しにくいことも特にない。  

※今回の訪問時に給水車は確認していない。  

 

 上記現状から判断すると、自然環境的に水不足になる可能性は低く、これまでに

も渇水等の業務に支障を来たす事態は発生していない。よって特別な状況がない限

り、大きなコストを必要とせずに淡水の入手を行うことは可能と判断される。しか

しながら、今の給水車が唯一の淡水供給手段であることから、これ以外にも給水シ

ステムを確保、つまり複数の水入手ルートを確保するよう申し入れるとともに、非

常用の水の確保として、余剰の水を確保できる貯水池を現在使用中のタンク以外に

も準備しておくよう要請した。なお、現時点では、近隣の建設公社も給水車を保有

しており、エビ公社の給水車が使用不能な場合に備え、同建設公社の給水車両によ

る代替的水供給体制の構築につき検討したいと先方より説明があった。  

 

2) 電話線の敷設  

電話線の敷設についても、前回調査の際に、プロジェクト開始のための条件とし

て先方に整備要請を行っていたが、今回の調査で確認した結果、まだ整備されてい
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なかった。試験場の連絡体制および今後の電話線の敷設見込みの現状は以下のとお

り。  

 

①  エビ公社の電話  

       以前はあったが、もう老朽化および out-dated なため使用不可。  

②  ラボに電話線を引けるか  

 ラボから一番近くの電話までの距離は 100m 位（国防省の地図作成を担当する

機関の所有する電話）。これまでにも申請はしてきたが、たった 1 台のために電話

線を敷設するのはコスト的に難しいと言われている。また、町での電話の需要が

増えてきたため、回線に余裕がなくラボに割り当てがまわってこないということ

もある。  

③  敷設費用  

 現在、先方が概算で積算中。  

④  専門家の活動への影響  

 先方の説明では「現在もラボに電話が無い状態で業務をしているが、一日一回

の連絡をハバナと取り合う体制になっており、業務上は特に問題ない」とのこと。  

⑤  近くの電話ファックス  

 通常使用可能なものは、２キロ離れた町の電話（専門家住居予定の家にも電話

あり。また C/P の家にも電話あり）。インターネットにサンタクルスでアクセスで

きるかは不明。  

⑥  ⑤へのアクセス  

 毎日通うことは可能。  

⑦  携帯電話以外の通信手段  

 現在はない。しかし、エビ公社は無線機などを使用しており、同様のものを携

帯電話以外の通信手段とすることも考えられる。  

⑧  安全管理上の懸念  

 これまで携帯電話がつながらなかったという話は聞かない（以前、当ラボで業

務をしていた JICA 短期専門家が携帯電話を使用していたが特に問題はなかった）。

緊急時には上述の国防省機関の電話を使用することが可能（これまでも緊急時は

同機関の電話を使用したことがある由）。また、ラボ自体が緊急時連絡システムを

持っており、個人および施設の安全を確保できるような体制になっている。  

 

  上記状況から判断すると、業務の実施については携帯電話の使用が可能なことが

ほぼ確認できているので、特段の問題はないと思われる（携帯電話のカバー範囲に

ついては携帯電話会社の資料を確認中）。電話線の敷設については今後も先方に要

請をしていく一方、安全対策については、軍施設が 100m の至近にあることから、

従来キューバ側が行っている同施設との協調関係を中心とした緊急体制を専門家

の滞在を想定したものに再構築するように要請した。またその他、「専門家による

日々の連絡体制と携帯電話の常時携帯」、「無線機（トランシーバーなど）を含む通

信手段の先方貸与や C/P の緊急連絡体制への組み込み」等により、バックアップ体
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制を強化することが肝要と思われる。  

 またインターネットについては今後、キューバ側がサンタクルス内（専門家住居

など）において接続可能な環境を整備していく旨説明があった。  
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第４章 団長所感  

 

 キューバ側にとって実質的に最初の本格的技術協力プロジェクトとなるが、調査団

への対応に最大限の協力が得られた点は、評価できる。免税、特権免除、滞在条件な

ど専門家の滞在や機材供与に関する諸条件等も徐々に明らかになり、今後さらに技術

協力事業実施の基礎的条件確保は進展するものと思われる。  

 自由流通米、海水魚養殖ともキューバ側による将来的な全国規模の事業展開への布

石としての意味を持つが、キューバ側の人材、組織的な能力を考えると、十分なフォ

ローアップは可能なものと思われる。  

 一方、実際のプロジェクト実施においては、特に実施の初期の段階で、協力プロジ

ェクト受け入れの経験が浅い点、社会･経済制度の特殊性、事業実施の物理的環境等を

十分考慮しつつ、柔軟に対応するなどの配慮が必要かと思われる。  
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第 1 章 調査概要 

 

１－１ 要請の背景および調査団派遣の経緯 

キューバ共和国（以降「キューバ」とする）は、面積 110,861km2（日本の 0.29 倍）、

人口 1,133 万人（2004 年）。一人当たり GDP は 2,681 米ドル（2004 年）である。  

キューバの農林水産業就業人口は約 94 万人（24.4％、2000 年）、農林水産部門は GDP

の 7.6％（2000 年）を占める。水産業に関しては養殖が 1990 年代半ばから主に淡水ロ

ブスターの養殖技術の導入とエビの養殖が推進され、漁獲高全体では国内消費の半分

をまかなうと同時に、2004 年には 86 百万ドルを輸出している（総輸出額の 1.7％）。

日本へも伊勢えびなどが輸出されている。  

現在、キューバ漁業省では海水及び淡水養殖の増大を図るための開発計画策定に取

り組んでいる。計画の基本方針は既存施設の強化、最新の技術導入による新しい企業

の育成により生産量の増加を図ることである。淡水魚養殖では、粗放的及び準集約的

方法により、ティラピア、鯉、フナ等の養殖により年間約 3 万トンを生産しており、

幼魚生産に必要な孵卵所を 6 箇所所有し、1,000ha の準集約的養殖池と 50,000ha の粗

放型養殖池で養殖が行われている。最終的には淡水養殖技術の開発によりナマズなど

新種の養殖に着手することと、その生産コストを低くすることを目標にしている。海

水魚養殖では現行養殖技術の改良による白エビ生産体制の強化と、在来種の海水魚養

殖技術の開発を目指すこととなっている。  

海水魚養殖技術に関しては、キューバ漁業省はこれまでに日本・チリパートナーシ

ップ事業（ JCPP）による「海水魚養殖」協力（2000 年 9 月から 2001 年 9 月）の下、

在来種による海水魚養殖プロジェクトに着手し、採卵や孵化が可能となる段階にまで

開発が進んでいる。こうした経験を踏まえ、更なる新技術の導入と幼魚や稚魚の生育

管理や肥育管理に必要な養殖技術の導入により、海水魚養殖を推進するため、わが国

への技術協力並びに JCPP による協力を要請するに至った。  

従来、対キューバ JICA 事業は、研修員受け入れを主としていたが、2000 年 10 月の

プロジェクト確認調査団派遣以降、環境、農業の分野で開発調査と短期専門家派遣に

よる協力を行ってきた。水産分野では「養殖」専門家（2001 年 12 月から 2002 年 6 月）

派遣、日本・チリパートナーシッププログラム（ JCPP）による「海水魚養殖」協力（2000

年 9 月から 2001 年 9 月）が行われた。以降、海水魚養殖に関しては平成 15 年度要望

調査（開発調査「海水養殖技術」）、17 年度要望調査（個別専門家「海水養殖技術」）、

18 年度要望調査（技プロ「海水養殖」）、19 年度要望調査（技プロ「海水養殖」）と継

続して協力要請が出されている。しかしながら、協力の妥当性を判断するのに十分な

現地情報が得られないこともあり、これまでのところ採択に至っていない。  

 

このような状況を背景に、平成 19 年度要望調査のうち水産分野の要請案件につい

てキューバ側関係機関と協議するとともに、「海水養殖」プロジェクト予定サイトを確

認し、要請案件の技術的妥当性を判断するための情報を得ることを目的として、2007

年 3 月に調査団を派遣した。  
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１－２ 調査団の構成 

(1) 総括  森   高志   JICA 農村開発部調査役 

(2) 養殖  岡   雅一   （独）水産総合研究センター 

栽培技術開発コーディネーター 

(3) 通訳  橋本 みどり  メキシコ在住 

 

１－３  調査日程 

2006 年 3 月 10 日から 20 日まで。 詳細は表１のとおり。  

 

表１ 調査日程  

日数 日付 総括 
（森 高志） 

養殖 
（岡 雅一） 

通訳 
（橋本みどり）

宿泊先 

１ 3 月 10 日 土 
ベリーズからマイアミ経由 
21:50 メキシコ着A2172 便 

17:20 成田発L062 便 
09:55 ロス着 
12:05 ロス発L5780（MX）便

17:35 メキシコ着 

 
メキシコシ

ティー 

２ 3 月 11 日 日 
12:05 メキシコ発MX321 便 
17:35 キューバ着 

同左 同左 ハバナ 

３ 3 月 12 日 月 

在キューバ日本国大使館表敬 
JICA 派遣専門家打ち合わせ 
MINVEC 協議 
漁業章・養殖協会・水産研究所協議

同左 同左 
 
ハバナ 
 

４ 3 月 13 日 火 カマグエイへ移動（陸路） 同左 同左 カマグエイ

５ 3 月 14 日 水 
水産研究センター調査 
（サンタクルスデスル） 同左 同左 カマグエイ

６ 3 月 15 日 木 ハバナへ移動（陸路） 同左 同左 カマグエイ

７ 3 月 16 日 金 水産研究所協議 同左 同左 ハバナ 

８ 3 月 17 日 土 団内打ち合わせ、資料整理 同左 同左 ハバナ 

９ 3 月 18 日 日 

07:45 ハバナ発MX7323 便 
10:50 メキシコ着 
13:40 メキシコ発MX902 便 
15:40 ロス着 

同左 同左 
ロスアンジ

ェルス 

１０ 3 月 19 日 月 12:55 ロス発L061 便 同左  機内 

１１ 3 月 20 日 火 16:40 成田着 同左   

 

１－４ 団長所感 

海水魚の養殖技術の開発は、JCPP によるプロジェクト開始以降、日本側の支援が無

い中で細々と続けられていたが、チリからは、大学の教授が年に 2 週間程度の短い期

間指導に訪れていた程度であり、それも 2006 年までの予定であることから、このまま

では、キューバ側が自分で技術の開発に取り組まなければならない見込みである。  

 しかしながら、キューバでは、海外の技術的な情報に接する手段は限られているこ

70



 

3 

とや、必要な機器類等の入手も困難であることを考慮すると、技術確立は非常に難し

いと考えられ、予算に余裕のないキューバ水産研究センターにおいては、将来的に一

定の成果が得られなければ技術開発が中止され、今までの親魚の育成や餌の培養等で

得られた知見が散逸する事態も予想される。  

サンタクルスの研究施設は、老朽化や施設の不備への対処が必要であるものの、養

殖技術の開発に携わるスタッフの意識は高く、現在、スズキの親魚を飼育しており、

餌の培養に関する研究も行われていることから、現段階でも我が国からの養殖技術移

転は十分行えるものと判断される。  

ただし、移転のタイミングとしてはできるだけ早急に開始することが適当であるが、

施設等の問題の解決に関して、キューバ側からある程度の約束を得ることが必要と思

料される。  

また、養殖魚の国内における需要に関しては、公設の魚販売所を見る限り、潜在的

な魚への需要はあると考えられるが、現状では、価格の問題から国内の一般人が購入

できるとは考えづらい。  

したがって、初期段階においては、国内（特にハバナ市内）において、価格が高く

ても需要が見込まれるレストランや国内の富裕層向けに供給し、その後はキューバの

経済状況に合わせ、段階的に需要の拡大を進めれば、キューバ国内において養殖魚を

普及することは可能であろう。  
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第２章 キューバにおける海水養殖  

 

 キューバにおいて行われている海水養殖としては、エビ（白エビ）及びロブスター

（イセエビ）が商業的に行われているが、魚類に関してはいくつかの魚種について政

府機関において地道な研究が進められているというレベルにある。  

 

２－１ 漁業省の政策 

 漁業省は、国民に対する食料の供給義務を負っていることから、エビ及びロブスタ

ーの生産に力を入れ、獲得した外貨を使って安い魚を輸入して国民に安価な配給品と

して供給している。現在、主に供給されている魚は冷凍のアジが主体で、以前はメル

ルーサの供給もあったとのことである。  

 漁業省は、国民への食料供給源としての海水魚の養殖の必要性を認識しており、2000

年 9 月から 1 年間実施された日本、チリパートナーシッププログラムによる事業以来、

中央研究センターでの親魚の飼育や稚魚の餌となる藻類やワムシ等の研究を継続し、

かつ、2007 年度は予算の増額を見込んでいるものの、エビの販売によって予算を捻出

している事情から、魚類の養殖への支出額は流動的なものとなっている。  

 また、日本に協力を求めている研究対象魚種は、キューバの沿岸に棲息するスズキ

の一種であるロバロ（ Ccentropomus undecimates）及びヘダイの一種であるパルゴ

（Lutjanus analis）であり、スギの一種であるコビア（Rachycetron canadum）について

は、日本ではなくノルウェーの協力により、これも現在は親魚の飼育段階であるが、

技術開発が進められている。  

 

２－２ 水産研究センターの活動  

海水魚養殖に関する研究は、サンタクルスにある中央研究センターの支所の一カ所

のみにおいて行われており、海水魚養殖の担当は 10 名で、ハバナに 3 名、サンタクル

スに 7 名配置されている。  

また、養殖プロジェクトに関する今までの経緯と今後の見込みとして以下の説明が

あった。  

(1) 第一フェーズ（2000-2002）：基礎条件の確立として JICA，チリの協力による養殖

プロジェクトの対象種の決定。対象種をパルゴ及びロバロとした。研究員の研修を

行い、チリでは 15 日間の研修を行った。  

(2) 第ニフェーズ（2003-2005）：天然魚の親魚候補の活け込み。親魚養成開始。餌料

培養開始。このフェーズはチリのみ協力。チリ専門家が 15 日×2 回のキューバ入り。

パルゴの自然産卵が見られたが，すべて発生段階で死亡。ロバロは産卵が見られて

いない。  

(3) 第三フェーズ（2006-2008）：実験レベルでの種苗生産，幼魚の育成の達成による

養殖サイクルの完成。なお、チリ側は第三フェーズについては、予算欠如等を理由

に行わない意向である。  
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２－３ キューバ国内の水産物の流通 

国内における食料としての水産物は配給物資として流通している他、公設の魚販売

店において買うことができるが、配給される魚は種類が限られており（最近はアジが

多い）、しかも冷凍魚であることから、国民が好みの魚を手に入れるためには、キュー

バの沿岸の魚を扱っている魚販売店で入手せざるを得ないが、販売店であっても、価

格の安い一般向けの小さな魚は、購入者が入荷を待ち構えていて、入荷すると直ぐに

売切れてしまう状況であった。  

また、ハバナの公設の販売店には、パルゴ（フエダイ類）等の魚がレストラン向け

に冷蔵庫に保管されており、価格が高くても需要があるとのことであった。  
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第３章 調査対象地域の概要 

 

３－１ 漁業省 

(1) 組織  

1973 年 12 月 27 日研究所として漁業省設立。1983 年 4 月 13 日法律により中央行

政機構となる。  

現在、76 の公社と 5 つの公社連合、8 つの独立団体と 6 つの下部組織からなる。  

32,458 人の労働者、2,357 隻の船舶、33 の集積センター、34 の漁港、40 の公社、3

つの冷凍施設と 26 の稚魚センターがある。  

 

漁業省

独立公社(7or8) 公社連合（5） 下部組織(6)

　・機器管理部門
公社（76） 　・ONIP

　・水産研究センター
　・IMP AGL
　・労働者事務所
　・UCA

漁業省組織  
 

 

３－２ 水産研究センター（本部）           

(1) CIP(水産研究センター )の組織  

水産研究センターは 5 つの部門（ロブスター資源研究、沿岸性エビ漁業資源、魚

類資源、養殖、水産衛生加工）に分かれている。養殖部門は、淡水養殖（コイ、テ

ラピア）と海水魚養殖、エビ養殖を対象としており、エビ養殖対象種は小型のエビ

（P. vannamei）とロブスターである。かつてはエビ養殖開発が中心課題であったが、

現在は海水魚養殖の研究開発が中心テーマである。  

(2) 養殖部門での海水魚養殖プロジェクトの背景  

この部門が担当する海水魚養殖プロジェクトはカマグエイ県のサンタクルス（ハ

バナから東南東へ約 700km、カリブ海沿いの町）に施設があり、そこで進められて

いる。プロジェクトの経緯は以下の通り。  

①第一フェーズ（2000-2002）：基礎条件の確立として JICA，チリの協力による養殖 

プロジェクトの対象種の決定。対象種をパルゴ（英名：mutton snapper、学名：

Lutjanus analis）、ロバロ（英名： common snook、学名：Centropomus undecimalis）

とした。研究員の研修を行い、特にチリでの 15 日間の研修を行った。  

②第ニフェーズ（2003-2005）：2 種の天然魚の親魚候補の活け込み。親魚養成開始。

餌培養開始。このフェーズはチリのみ協力。チリ専門家が 15 日×2 回のキューバ

入り。このフェーズ期間にパルゴの自然産卵が一度見られたが、発生途中で全て

             

            漁業省組織図  
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ブが使用されていた。  

・建物と配管設備の老朽化が顕著である。  

【施設的問題点】  

・現在のところエビ養殖場が稼動している間は問題ないが、一番重要な取水施設が

自前でないという致命的問題を抱えている。エビ養殖場が縮小あるいは撤退する

と大きな影響は避けられない。エビ養殖場が過去に使用していて現在使用してい

ない井戸からの取水を行えばこの問題は解決するがキューバ側に予算がない。  

・エビ工場に発電機があるが、ハリケーンの時には 3〜4 日間水の供給が止まるこ

ともある。  

・ブロア−の予備がないため故障時に対応できない。  

・淡水供給施設がないために塩分調整ができず、餌培養が安定しない。寄生虫駆除

の淡水浴ができない。などの問題あり。  

(4) 人員  

   サンタクルス分場にはロドリゴとイリーナ以外の下表に示した 8 名が常駐してい

る（表１）。CIP（水産研究センター本部所属）の二人は不定期にハバナと分場を行

き来する。  

 

表１ 魚類養殖プロジェクトのメンバー  

No. 氏    名  役職・所属  担  当  

１  ロドリゴ  レイエス  カミーノ  プロジェクトリーダー，CIP 魚類養殖  

２  イリ−ナ  フラガ  カストロ  専門家，CIP 魚類養殖と栄養

３  エルネスト  レグエイラ  リナレス  サンタクルス分場 主任研究員  魚類養殖  

４  ルイス  モラレス  サンタクルス分場 管理人  施設管理  

５  ディアナ  ラマス  サンタクルス分場 技師  生物餌料培養  

６  レイナルド  フォント  サンタクルス分場 技師  魚類養殖  

７  ホルヘ  ペレイラ  サンタクルス分場 技師  魚類養殖  

８  ニオルゲ  オルテガ  サンタクルス分場 技師  魚類養殖  

９  フアン  ディアス  サンタクルス分場 技師  魚類養殖  

１０  アレクシス  ブラボ  技師 CIP 魚類養殖  

 

(1) 研究開発実績  

【パルゴ】  

・2004 年に一度、屋外水槽で自然産卵した。しかしながら卵は発生の途中で停止し

てふ化仔魚は得られなかった。また人工授精の試みを行ったが、すべて未受精に

終わった。（卵の写真を見たところによると未受精の原因は過熟と思われた。）  

・2007 年 3 月現在、パルゴの親魚は 0 尾。キューバ側は寄生虫（カリグスと思われ

る）の駆除のためのホルマリン浴等のハンドリングによるストレスと説明した。 

・パルゴの親候補は網で特別に再補し入手を行った。  

【ロバロ】  
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・ロバロの親候補は 42 尾おり、2〜4 年間養成している。見たところ 1～3kg の親で

あった。屋内 FRP10m3 水槽 4 面と屋外の 130m3 水槽 1 面で飼育されていた。  

・餌料はペルー産魚粉、小麦粉、地元捕獲魚、輸入冷凍イカ、ビタミン C と E、ミ

ネラル、リン酸塩、植物油を加えたモイストペレットを与えている。麻酔薬がな

いため定期的な養成親の魚体測定および天然魚の漁体測定データの欠如のため

成熟度や肥満度の指標がなくて飼育の評価ができていない。天然魚の調査は手続

きの点から難しいらしい。  

【生物餌料培養】  

・植物プランクトンとしてイソクリシス、ナンノクロロプシス（以下、ナンノと略

称）を培養している。種培養はエアコンで管理した室内で行い、拡大培養は屋外

5m3 水槽 4 面で行っている。屋外培養は他の藻類の混入もなく周年安定して培養

できている。  

・ワムシは２種持っており、S 型と L 型である。S 型は過去に中央の水産研究所か

らもらった株であり、L 型は地元の水から分離したものである。いずれも種の保

存はしっかりしていた。拡大培養は 3 日のバッチ方式。ワムシの写真を見たがこ

の L 型は有性生殖するタイプであり、培養には向かない可能性がある。また、現

在、淡水が利用できないので、本格的培養までには何らかの対策が必要と思われ

る。  

・チリ専門家からはイソクリシスもワムシの餌として培養するように指導されたよ

うであるが、必ずしも魚類の種苗生産には必要ではない。イソクリシスは大量培

養に安定性を欠くため、世界の多くの種苗生産場ではナンノクロロプシスだけの

培養で対応している。新たな情報が入ってこないので内容の古い文献に忠実に実

行しているようである。  

・限られた施設、条件の中で軟水装置などない事からエアコンの排水を滅菌して藻

類の種培養に使用するなど、現場担当者はできる限りの努力している事が理解で

きた。  

・アルテミアについては 2 通りの入手手段がある。輸入品と塩田の地元産がある。

現地産のアルテミアのふ化率が 60%代と低く，使えない可能性が高い（資料あり）。

輸入品に頼った方が無難。  

【水温、塩分等の変化】  

・水温と塩分の 3 年間の変化のデータを入手。水温は 20〜30℃で季節的に変化する

（図 5）。塩分は 35〜45％で変化し（図 6）、塩分変化が大きく、親の成熟、生物

餌料培養に対する影響が大きいと思われる。  

【施設の生産能力】  

・施設的改善点を条件として、この施設で生産できる魚は藻類培養規模から推定し

て 10000 尾（30mm）程と思われる。  
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殖が試みられたが、結局は進展しなかった情報をえた。理由は不明。  

・地図を見る限りではキューバではリーフに囲まれた静穏海域と目される海域がかな

りの面積あり、海面施設（生簀）の設置は有望と思われ、海面養殖のポテンシャル

は高いと推測される。漁業省の方でもこれに関しての調査を行ったとのことである

が報告書等は未入手。  

・沿岸ではインフラ未開発地域が多く、大規模な海面養殖には地域のインフラ整備も

含め大きな投資が必要と思われる。また国内で魚粉の生産が行われていない事から

エビ養殖同様に海外から魚粉を輸入して製品を輸出する方式となろう。いずれにし

ても海水魚養殖は対外関係に大きく影響されると考える。  

81



 

14 

第４章 プロジェクト実施上の留意点  

 

(1) 技術的見地から見た技術協力の妥当性  

【対象種に関する妥当性】  

現在の所、キューバの海水魚養殖対象種としては、パルゴとロバロは適切である

と判断される。両種とも親魚候補を地元で確保できる事（外来種は親魚候補の確保

や遺伝的撹乱に問題が多い）。国内でパルゴは美味しい魚と認められている事。サ

ンタクルス分場では，ロバロ親候補は養成しやすい種で、実際に養成親を確保して

いる事（１から始めるとなると親を施設に慣らしたり、成長させるのに 3 年ほど時

間がよけいにかかるため）が理由としてあげられる。  

【改善されるべき条件】  

  以下の 5 項目は技術協力に先立ち、解決されるべき条件である。これらの改善が

ないとキューバ側のプロジェクトが成り立たないばかりか、技術協力そのものが無

駄になる可能性がある。  

①自前で取水、メンテナンスを行うシステム（井戸を利用する事が有効か）に改  

善すること  

②ブロア−の予備を整えること  

③停電時の緊急電源の確保  

④淡水の確保  

⑤電話線の布設（専門家の連絡手段）  

【日本側が協力可能な技術】  

 以上の施設的条件を解決したとの前提で、以下の技術が協力可能である。当面の

対象は現在養成しているロバロとなる。  

①親魚養成技術：寄生虫を駆除し良好な状態で親を管理、モニタリングする技術。

具体的には、淡水浴、銅イオン発生装置を利用した寄生虫の駆除。PIT タグに

よる個体識別。定期的な麻酔による測定とカニュレ−ションによる成熟状態のモ

ニタリング。  

②ホルモンを使用した催熟技術：LH-RHa コレステロールペレットを使用した成

熟の促進技術、及び HCG を使用した最終成熟の促進による採卵  

③ワムシの粗放的連続培養技術：種苗生産のためのワムシ安定供給を目的とした

培養技術  

④（受精卵が採れたら）種苗生産技術：仔魚飼育、稚魚飼育の技術  

 

(2) 海水魚養殖プロジェクトの進展速度  

  キューバ側のプロジェクトが継続され、技術協力が継続されるという条件の上で、

養成親を保有しているロバロについては安定した採卵段階まで 3 年、量産試験の一

歩手前の種苗生産試験段階（本施設の推定生産可能量、1 万尾（全長 30mm））の到

達にはさらに 2 年（通産 5 年）はかかるものと推察される。また、パルゴについて

は、親魚がいないため親魚の入手とその馴致に 3 年、採卵技術応用でさらに 2 年（ロ
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バロより 1 年短縮）、種苗生産試験については 2 年（通産７年）かかるものと推測

する。  

  その後、種苗量産試験段階（より大きな施設が必要）、試験養殖段階、産業として

の養殖業段階は、最低でもさらに 5 年以上はかかるものと思われる。最終的な産業

創出までは 10 年以上はかかる。  

 

(3) 技術協力 

【専門家派遣等】  

技術協力は、細くても良いから長期にわたる協力が望ましい。その中で初段階の

採卵段階 3 年間は重点的に協力が必要と考える。その場合、産卵期は 1 年中続かな

いので、周年専門家が張り付く必要はなく、産卵期を中心に 4～6 カ月程度を数年

間行う方が予算の有効活用になるものと思われる。  

技術協力項目①②④は日本人専門家派遣で対応するしかないが、③については、

日本で研修生を受け入れ 1 カ月程度の研修で対応できる可能性がある。  

【必要資機材】  

当面の親魚養成技術，ホルモンを使用した催熟技術、ワムシの粗放的連続培養技

術の協力に必要と思われる機材リストを表 2 に示した。金額は概算である。確認作

業が必要。また、採卵できるようになり種苗生産の段階では、このほかに種苗生産

技術協力のための資機材が必要となる。  
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付 属 資 料  

 
 

１ 要請書（英文）  

 

２ 要請書和文仮訳  



 



 

 

付属資料１ 要請書（英文） 
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付属資料２ 要請書和文仮訳 

 

日本技術協力要請書 

 

１．要請年月日 2006 年 2 月 14 日  

２．申請者 キューバ政府  

３．プロジェクト名称 養殖 Fish Culture 

４．実施機関 漁業研究センター  

住所 キューバ、ハバナ  

連絡先担当 Dr.Rafael A. Tisol Correa, M.C. Mercedes Isla Molleda 

tel 537-209-7107,  fax 537-204-5895 

 

５．要請背景  

キューバ漁業省は淡水および海水養殖について非常に野心的開発計画を有してい

る。それには 2 点に分けられる。一つは運用中の施設における生産性向上でありもう

ひとつは最新技術を使った新たな生産企業の立ち上げである。現在、淡水養殖は準集

約的養殖がいくつかの種（ tilapia,carp,silver carp）などでおこなわれ、年間約 8 万トン

が生産されている。6 箇所の稚魚孵化場があり、7,000ha の土の池において準集約的養

殖が行われ 50,000ha 以上で集約的養殖が行われている。  

主目的は新しい魚種（ catfish,red claw, crayfish）の養殖技術を開発するとともに生産

コストを低減し総体としての生産を増やすことにある。現在海面養殖についてはエビ

（L. vannamei）が主目的である。主なターゲットは現在の養殖技術によりエビの生産

をより集約的にすることと同時に海水魚の養殖を開発することである。  

海面養殖を実現するために、キューバ漁業省は JICA の協力の下で在来種から海水

魚養殖開発プログラムを実施した。この中で研修と機材供与の 2 段階が既に行われた。

しかしながら第 3 の段階を完了するためには、現在この活動は JICA 専門家による半

年ないし 1 年の派遣による支援が必要である。（性腺成熟、卵、卵と幼魚生産）  

スタッフはこの最後の段階について経験が無いことから、政府プログラムの完遂を

保障するため、及び現地において海水魚養殖に関する全ての活動についてアドバイス

するために JICA 専門家が必要である。  

 

６．プロジェクト概要  

(1) 上位目標  

上位目標は Mutton Snapper（Lutjanus analis）の稚魚生産センターを立ち上げて

Cobia （Rachycentron canadum）など他の魚種に関する経験を積むことにある。  

 

(2) プロジェクト目標  

プロジェクトは試験生産の開始段階にある。終了時の目標は Mutton Snapper

（Lutjanus analis）と Cobia（Rachycentron canadum）について 1 年以上飼育状態

（ captivity conditions）にある種親（brood stock)からの卵生産（ eggs production）、
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幼生生産（breeding larvae）および幼魚生産（ juvenile production）技術を開発するこ

とにある。同時に海で捕獲した天然の幼魚（wild juveniles）からの生育フェーズを

行う。  

 

(3) 成果  

生殖腺成熟と種魚の光周期処理や与餌による自然産卵および光自然産卵を導入す

る。同時に GCH（human corionic gonadotropic hormones）や GnRHa（ analogue release 

gonadotropic hormones）あるいはそれらホルモンの両性に対する投与量と頻度の組

み合わせによる生殖腺刺激を行う。  

 

(4) 活動  

a) 種魚の光周期処理や与餌による自然産卵  

b) 生殖腺刺激ホルモン等のホルモン処理による生殖腺成熟技術の導入  

c) 魚卵管理  

d) 幼魚管理  

e) 稚魚管理  

f) 生育（肥育）管理  

 

(5) 受益国からの投入  

プロジェクトスタッフ  

1.Rodrigo Reyes Canino (ロドリゴ・レイエス ) Leader of Project 

2.Ernesto Regueira（エルネスト・レゲイラ）Main researcher in the hatchery center 

3.Iliana Fraga（イリアナ・フラガ）Researcher in fish nutrition 

4.Diana Lamas（ディアナ・ラマス）Specialist in lives food 

5.Niorge Oriega（ニオルゲ・オリエガ）Specialist in marine culture 

6.Reinaldo Font（レイナルド・フォント）Mariculture Technician 

7.Juan Dias（フアン・ディアス）  Mariculture Technician 

8.---読み取り不可能 --- 

9.Luis Morales（ルイス・モラレス）Mariculture Technician 

 

(6) 日本からの投入  

プロジェクトは日本人専門家がプロジェクト終了まで１年乃至６ヶ月滞在するこ

とを希望する  

成   果 
研   修 講   義 セミナーおよびワークショップ

日本またはチリ キューバ 日本 キューバ 日本 キューバ 

生殖腺成熟（産卵と

魚卵管理を含む） 

＊     ＊ 

幼魚および稚魚管理 ＊   ＊  ＊ 

生育管理 ＊   ＊  ＊ 
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機材供与  

a) 表面ポンプ  

b) 水中ポンプ  

c) 空気圧縮機  

d) 調査用車両  

e)  コピー機およびファックス機  

 

７．実施スケジュール  

2007 年 2 月  から  2007 年 8 月または 2008 年 2 月  

 

８．実施機関 （記載なし）  

 

９．関係活動 （記載なし）  

 

10. ジェンダー配慮 （記載なし）  

 

11. 環境社会配慮 （記載なし）  

 

12. 受益者  

  プロジェクトは全国に海面養殖を普及する基礎を確立し、国内と輸出の需要を満

たすことにある。  

 

13. 治安状況 （記載なし）  

 

14. その他 （記載なし）  
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